
様式１

請求日 決定日 公文書の件名 決定内容 担当局 担当

令和3年
3月8日

令和3年
3月22日

「01　土地造成勘定　地区・区
分別時価（平成30年度）　土地
造成勘定地区・区分別面積（平
成30年度）」並びに「02　土地
造成勘定に属する土地明細書
（平成31年３月31日時点）」
は、それぞれ時価評価のため
に、「特別区設置協定書」並び
に平成30年度の港湾事業の「貸
借対照表」とも不一致な為に、
再度簿価での情報公開を求めま
す。

不存在 号 大阪港湾局 経営改革課

令和3年
3月29日

令和3年
4月7日

・平成30年度　大阪市準公営企
業決算説明資料　港営事業
７．財産明細書
・土地造成勘定に属する土地明
細書（平成31年３月31日時点）

公開 号 大阪港湾局 経営改革課

令和3年
3月29日

令和3年
4月7日

特別区設置協定書の準公営企業
会計における港営事業の土地・
建物明細書にある土地につい
て、取得金額並びに地方公営企
業法施行規則第８条第３項の３
に基づき算出した土地の金額の
情報公開を求める。
また、特別区設置協定書の準公
営企業会における財産目録で
は、土地造成勘定の完成土地で
は、南港地区土地
52,882,103,557円、北港北地区
土地51,442,253,859円、鶴浜地
区土地11,022,843,504円、北港
南地区土地42,421,798,119円と
記載されているが、それぞれの
取得金額の情報公開を求める。

不存在 号 大阪港湾局 経営改革課

公開請求の内容及び処理状況

大阪港湾局　３月分

非公開事由
（7条該当号）


